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愛知県社会福祉審議会 議事録 

 

１ 日 時 

  平成 29 年 3 月 28 日（火） 午前 10 時 00 分から午後 0 時 13 分 

 

２ 場 所 

  愛知県自治センター12 階 会議室Ｅ 

 

３ 出席者 

  委員総数 31 名中 25 名 

 

（出席委員） 

猪飼容子委員、内田智美委員、大沢勝委員、小野誠二委員、加賀時男委員、 

勝川智子委員、川久保圭子委員、川崎純夫委員、川瀬雅喜委員、倉知楯城委員、

小久保裕美委員、後藤澄江委員、柴田寿子委員、鈴木公子委員、鈴木康代委員、

髙木仁美委員、都築昭彦委員、徳田清純委員、豊田慈證委員、西川弘嗣委員、

丹羽薈委員、禰宜田知司委員、原田正樹委員、萬徳正江委員、望月彰委員 

 

（事務局） 

健康福祉部長ほか 

 

４ 議事等 

 

（医療福祉計画課 上田課長補佐） 

 お待たせをいたしました。定刻になりましたのでただいまから愛知県社会福

祉審議会を開催させていただきます。それでは、開会に当たりまして、長谷川

健康福祉部長からあいさつを申し上げます。 

 

（長谷川健康福祉部長） 

 おはようございます。愛知県健康福祉部長の長谷川でございます。 

 委員の皆様方には、本県の健康福祉行政の推進に日頃から格別の御理解、御

協力をいただいており、改めまして厚くお礼申し上げます。 

 また、本日は年度末の大変お忙しい中、当審議会に御出席をいただきありが

とうございます。重ねてお礼を申し上げます。 

 本日の審議会におきましては、議題といたしまして「児童虐待防止対策につ



2 

 

いて」、及び「社会福祉法人制度改革について」の２件を御審議いただきたいと

存じます。 

 児童虐待防止対策につきましては、増え続ける児童虐待に対応するため、児

童相談センター専門職員の増員や弁護士による相談体制の充実など、児童相談

センターの機能強化を図ることとしております。 

 また、社会福祉法人制度改革につきましては、平成 28年 3月に社会福祉法が

改正され、この 29年 4月から社会福祉法人の経営のガバナンス強化、事業面の

透明性の向上の改革を実施することとなっております。本県におきましても、

新たな定款に基づく法人運営や社会福祉事業、公益事業の一層の充実に向けた

取組について支援の充実に努めていきたいと考えております。 

 また報告事項といたしましては、昨年８月の第 1回審議会でも報告させてい

ただきました「愛知子ども調査」及び「ひとり親家庭等実態調査」に関する調

査結果の概要、団塊世代が後期高齢者となる 2025年を見据えた地域包括ケアシ

ステムの構築のための財政支援制度になります地域医療介護総合確保基金介護

分に関する報告など、４件を予定しております。 

 短い時間ではございますが、いずれも本県の福祉行政の推進にとりまして重

要な案件でございますので、委員の皆様の忌憚のない御意見を賜りますようお

願いを申し上げまして、私からの挨拶とさせていただきます。 

 本日はよろしくお願いいたします。 

 

（医療福祉計画課 上田課長補佐） 

 次に新たに御就任いただいた委員を御紹介させていただきます。愛知県児童

福祉施設長会会長代理の都築昭彦委員、愛知県精神障害者家族会連合会会長の

徳田清純委員、以上２名の皆様でございます。引き続き御就任いただいている

委員の御紹介につきましては、時間の都合もございますので、お手元の委員名

簿及び配席図により代えさせていただきたいと存じます。 

 また、伊東委員、加藤委員、久世委員、土肥委員、森井委員、横井委員につ

いては、本日は所用により御欠席との連絡をいただいております。なお、本日

は、委員３１名のうち、過半数を超える２５名の出席をいただいておりますの

で、当審議会は有効に成立しておりますことを御報告申し上げます。 

 次に、本日の資料の確認をお願いいたします。事前に皆様に送付させていた

だきました資料として、次第、資料１～資料６、参考資料がございます。 

また本日、委員名簿、配席図を、机上配布させていただいております。 

不足等がございましたら、お申し出ください。よろしいでしょうか。 

 本日の会議は、公開となっております。本日は傍聴を希望される方はござい

ませんでした。  
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 それでは、議事に入りたいと思います。 

審議会におきましては、委員長が議長になると定められておりますので、以後

の進行につきましては大沢委員長にお願いいたします。よろしくお願いします。 

 

（大沢委員長） 

 おはようございます。久しぶりの審議会ですけれども、年度末で委員の先生

方も御多忙だと思います。そういう中で、大変出席率もよく、ほとんどの皆さ

んが御参加いただき大変うれしく思っております。 

 それでは早速ですが、本日検討をお願いしなければいけないことは、長谷川

健康福祉部長さんの方からお話がございましたが、今日は、二つとも重たい議

題を話合っていくことになると思います。それから報告が続きます。この報告

も１、２はいろんな御意見をあらかじめ受けながら、これから後の作業をスム

ースに進められるようなことで、この審議会でもいろいろご助言いただければ

ありがたいと思っています。今日は 10時から 12時までの審議を予定しており

ますが 2時間という通常よりも長い時間を取らさせていただいております。そ

れだけに忌憚のない意見を出していただければありがたいと思っています。 

 それでは審議に入ります。まず、議事録の署名人ということで、指名をさせ

ていただきますのでよろしくお願いします。議事録の署名人には、西川弘嗣委

員と勝川智子委員のお二方に議事録署名人をお願いしたいと思っております。 

 それでは早速ですけれども、議題の方に移ります。第一の議題は児童虐待防

止対策についてということでございます。その点について事務局から説明をお

願いします。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 児童家庭課長の梅村です。私からは児童虐待防止対策について御説明をさせ

ていただきます。座って失礼します。 

 それでは資料の１を御覧いただけますでしょうか。児童虐待防止対策につい

て資料をまとめてございます。まずは児童虐待の相談対応件数につきましては、

毎年過去最多を更新するという厳しい状況の中で、昨年 6月にすべての児童が

健全に育成されるよう児童虐待についての発生予防から虐待を受けた子どもた

ちの自立支援まで一連の対策の更なる強化をはかるということで、児童福祉法

等が改正をされたということでございます。それでこの法改正によりまして児

童福祉法の理念が明確化される、これは子どもの権利の位置づけが明確化され

るということと、それから子育て世代包括支援センター、後ほど御説明いたし

ますが、法定化されたということと、それから市町村と都道府県、政令市もあ

りますが、児童相談所の体制の強化、それから里親委託の推進これらの措置を
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講ずるとされたところにございます。この法改正の趣旨を踏まえまして、愛知

県といたしましても児童虐待防止対策の一層の推進をはかるために児童相談所、

愛知県の場合児童相談センターになりますが、この体制の強化を始めとした一

連の取組を進めて行くことを予定しております。 

 二番目に愛知県における平成 29年度の主な取組でございます。まず（１）で

すが、児童相談センターの専門職員の増員による体制強化でございます。これ

は児童相談センターの専門職員であります児童福祉司とこの指導･教育を行う

スーパーバイザーを増員するということで、4名県内で増員を予定しております。

それから児童心理司、これは 9名の増員、それから保健師を新たに 3名配置す

ることを予定しております。これらは児童福祉法等の改正に伴いまして、児童

福祉司の配置基準がこれまでは概ね人口 4万～7万人に 1人置くということが強

化されまして、4万人、更に児童虐待の相談対応件数等の発生率に応じて上乗せ

ができるということで、配置の基準が強化されておりまして、国が全体的に体

制を強化しようとしておりまして、これに添うものであります。 

 それから児童福祉司の指導・教育を担うスーパーバイザーというのは児童福

祉司 5人に 1人という基準が定められました。それから児童心理司につきまし

てもこれまでは明確に基準に定められておりませんでしたが、定められまして、

これは児童福祉司 2人に 1人という配置基準ができておりまして、それから専

門職として医師又は保健師は 1人以上を児童相談所に配置するということにな

りました。これを受けまして本県でも段階的に増員をということで 29年度はこ

の表どおりの配置ということです。 

 それから次に（２）で職員研修の充実による専門性の強化ということで、児

童相談センターと市町村の児童虐待防止にあたる専門職員を対象に国の基準に

適合した研修を行うということであります。これは今回の法改正によりまして

児童相談所と市町村の専門職員の研修が義務化されましたので、児童福祉司と

スーパーバイザー、それから市町村においては市町村の要保護児童対策地域協

議会、その調整機関のところに配置される専門職員の研修が義務化されたこと

に伴いまして、県としても児童相談センターの職員を対象としてそこにありま

すような任用前、それから任用後、スーパーバイザーの研修、それから市町村

の専門職にも研修を実施していくというものであります。一部国が開催する研

修もありますが、県としてはこういった取組を充実いたしまして専門性の強化

を図るというものでございます。 

 それから次に（３）で児童虐待対応弁護士の拡充でございますが、これも今

回の法改正で児童相談所に弁護士の配置又はこれに準ずる措置を行うことにな

りましたのでこれに対応いたしまして県では、これまでは弁護士の団体である

子どもサポート弁護団に委託して弁護士業務を実施しておりましたけれども、
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これを拡充いたしまして、新たに司法機関との法的調整とか市町村の要保護児

童対策地域協議会の支援といったところにも弁護士さんに関わっていただくと

いうことで業務を加えた委託にしたということでございます。 

 それから次に４番目でありますが、児童相談センター休日･夜間相談体制の強

化でございます。これにつきましては国の方が児童相談センターの全国共通ダ

イヤルということで、189（いちはやく）の共通ダイヤルを制度化いたしまして、

国としても電話での相談体制を充実させたということを受けまして、県として

も 24時間 365日速やかな対応ができるように専門の知識を持った相談員に委託

をしておりますが、これをさらに拡充してきちんと対応ができるよう強化する

ということでございます。 

 それから次に 5番目でありますが、子育て世代包括支援センターの設置促進

でございます。先ほど少し申し上げましたが今回の法改正の中で、これは児童

福祉法の関連法ということで児童虐待防止法と母子保健法が改正されておりま

すが、その母子保健法におきまして妊娠期から子育て期にわたる支援の拠点と

なる子育て世代包括支援センター、法律上は母子健康包括支援センターという

名称でありますけれども、これの市町村における設置義務が努力義務というこ

とが明記されました。これを踏まえまして県としても県内全域での包括支援セ

ンターの設置促進を図るために、各保健所におきまして関係機関の連携促進会

議とか行政や医療機関を集めてのシンポジウム、今年 8月に開催を予定してお

りますけれど、それを開きたいということで準備をしております。またこの今

回の法改正で特に母子保健施策ということが児童虐待防止、これは発生予防か

ら早期発見、これに資するということで、これに留意するということが明確化

されておりますので、児童虐待防止対策等母子保健施策のより一層の密な連携

が求められることになるかと。こういったことを踏まえ子育て世代包括支援セ

ンターの設置促進を図って参りたいと思っているところでございます。 

 県としての来年度の児童虐待防止の取組は以上でございますけれども、なお

資料の 2ページのところに今回の児童福祉法等の一部を改正する法律の概要を

参考として挙げさせていただきました。御承知いただいていると思うのですが、

特に下の課題のところに検討規定等というのがありまして、この改正法の施行

後速やかに要保護児童の保護措置に係る手続における裁判所の関与の在り方等

を検討するとともに、施行後 2年以内に児童相談所の業務の在り方、要保護児

童の通告の在り方について検討するということにされております。従いまして、

法改正はされましたけれど、今後まだまだ検討課題があるということでござい

ます。それから更に資料の 3ページに挙げさせていただきました、これは参考、

情報提供でありますけれど、今回の児童福祉法等の改正で、段階的な施行がさ

れておるのですけれども、28年 10月 1日に施行された、先行して施行された中
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に、特に児童福祉審議会に関する事項といたしまして、特に必要があると認め

るときは児童福祉審議会は児童や家族から意見を聞くことができるとされ、審

議会の調査権限が強化されるとともに児童福祉審議会の委員はその権限に属す

る事項に関して公正な判断ができる者を選任するというふうにされております。

本県の場合、条例で、これは後ほどの報告ではあると思うんですけれども、社

会福祉審議会が児童福祉に関する事項を調査審議させるということをやってお

りまして、また審議会の下に専門分科会を設置しております。今後こういった

児童の福祉のために調査権限が強化されたということであります。 

 それから今述べました昨年の改正の中の検討規定の中に要保護児童の保護措

置に係る手続における裁判所の関与の在り方を検討するというのがありまして、

これも情報提供でありますけれども次の資料 4ページでありますが、虐待を受

けている児童等の保護を図るための施策ですね、児童福祉法を再度改正して、

裁判所の関与の在り方の検討をする。これを受けて国の方で虐待を受けている

児童と保護者に対する指導への司法関与とか家庭裁判所における一時保護審査

等、それから接近禁止命令を行うことができる場合の拡大、こういったことで

児童福祉法と児童虐待防止法を再度改正するという法案、これはまだ本国会に

出されておりまして審議の行方がまだ出ませんけれども、こういったことも諮

られているということを情報提供させていただきます。以上のように児童虐待

防止対策をめぐりましてはまだまだ国による体制強化、都道府県による児童相

談所の体制強化と、推進の途上であります。過渡的な部分があります。今後は

適宜社会福祉審議会の皆様方にも情報提供等させていただきたいと思います。

そういった中で御意見をお伺いし、より一層児童虐待防止に努めていきたいと

考えておりますので、皆様方にも今後とも御協力をお願いしたいと思います。

説明を終わります。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございます。児童虐待防止対策について提案がございまし

たが法の一部改正等に伴って児童虐待の防止を一層強化するという方向で取り

組んでいく検討が進んでいるわけです。ここにあるように児童虐待はどんどん

増えている。なぜ増えるのか、かなりの数で増えている。それから、その児童

を救済する社会的システムをどうやって作っていくのかという、それぞれの県

あるいは地方自治体によって対応にはいろいろな工夫が求められているのでは

と思っております。この児童虐待防止対策についての県の取組について報告が

ございましたので、この点について意見をお出しいただきたいと思っておりま

す。どなたかお気づきのところがございましたら。質問でも構いません。どう

ぞ。 
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（小久保委員） 

 小久保と申します。先だってこの児童福祉法の改正、児童虐待防止法に関す

ることの研修会に行って参りまして、これは実践的なところだったんですね。

そこで改めて感じましたのは県の方もすごく早く研修強化ということをされて

おりますが、その研修の中身に関して言うと、多分講演というような座学では

なかなかその研修でどれほど進歩したか推し量れないというか、どれだけそれ

が役に立ったかということが、その時はふーんと思うんだけど何ヶ月かすると

どっかに飛ぶというか。それでお願いなんですが、子育て世代包括支援センタ

ーとも絡むんですが、虐待死はゼロ歳児が多くてちっちゃい子どもたちが多い

わけですが、保健師さんたちが果たされている役割は大きいと思うんですね。

そこに加えて保育所であるとか障害児のところのデイとかいろんなところでい

ろんな子どもたちがいまして、そこのところで何かあれば会議を開いたりとい

うことがあると思うんですが、そういう時に誰がそこときちんと取り仕切ると

いうか進めて行くのか、それをどういうふうに動かしていくのかはすごく重要

なことだと思い、それが研修との関係なんですが、そこが具体的にやれるよう

な。今いろんな連携の会議とかなされているかもしれないですが、そこをもう

一歩進めて、自信を持ってやれるような。地域によっては児童相談所の職員の

方が非常にお若いということも聞いておりますので、熟練した長い方がいいか

どうかはわからないんですけども、でもやっぱりそれだけの年数と知見の経験

を持っていらっしゃるなら、そこでのいろんな働きかけができると思うんです

が、そこのところがやはり若い方だとちょっと言葉に詰まったりうまく進める

ことができなかったり、まあそれを経て成長されていくんでしょうが。研修に

そういう具体的なものがやれるような、そういうのを進めていただくともう少

し身になるというか効果的なものになるかなと思いました。それと 5番目の子

育て世代包括支援センターも含めて限りないワンストップで困っている当事者

がどうすればいいかということが対応できるような取組や仕組み、それが動か

していけるような人材というものを是非県の方で積極的にやっていただくとあ

りがたいなと思っておりますので、全体を兼ねた要望ということでお願いした

い。 

 

（大沢委員長） 

 今の小久保さんの話の中で大事なのは、講義だとかいろいろあります。私の

経験でもそこでやっているものは大体その場で消える可能性が大きいですね。

保健所は具体的なもの、実践的なものへの研修をやって欲しい。これは工夫が

いると思う。それと関連した機関や団体とも協議しながら、どういう研修内容
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を作れば効果が出てくるか検討して欲しいということなんですけれど、県の方

で何か今のことについて補充することはありますか。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 貴重な御意見ありがとうございます。研修の内容と児童虐待の方の児童相談

センターそれから保健所との連携、また市町村との連携を図って、一体的にと

申しますか、やっていくことは御指摘いただいたとおりだと思います。児童相

談センターにおいては研修委員会で体系的ないろんな研修のやり方を かなり

つっこんで細かく検討しておりますし、保健所においては包括支援センターと

の連携促進ということで関係機関に参加していただいて会議をやっております。

今後は有機的な連携をしつつ研修を企画するということと、実践的な取組をと

いうこともございますので、ご要望に添うようにうまく連携を取って一体的に

研修が、効果が上がるようなということで、今後とも考えていきたいと思って

おります。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございます。その他何かございますでしょうか。川久保さ

ん。 

 

（川久保委員） 

 すみません。2点ほど質問をさせてください。相談件数がたくさん増えている

ということなんですが、これは地域の隣近所から通報ですとかあるいは学校の

スクールカウンセラーや先生からの、かかりつけのお医者さんからの通報とい

うこともあると思うんですが、愛知県の通報の把握ができているということは

とてもいいこと、というとちょっと語弊があるのですが、まずはどこに SOSを

発せられなくて虐待に耐えている子どもがいるのかということがわからないと

助け出せないと思うので、まず裾野が広がらないといけないと思うんですね。

件数が増えていくという裏の、例えば見守っている方が増えているとか、親御

さん自身も悩んでいて自分で相談が増えているとか、そういう傾向がもし分か

るのであれば教えてください。それと今小久保委員からも話がありましたよう

に人材が大変大切だということで私も本当に共感します。先ほど児童福祉司の

方が 5人に 1人スーパーバイザーを置くという法律の強化があるという説明を

受けたんですが、例えば介護だとケアマネージャーさんがプランを立てたり、

介護のプランを話し合ったりされたりしますけど、やはり救命救急だとトリア

ージという言葉が知られてきていますけれど、やはり虐待を防ぐ、本当に生命

とか育児放棄だったり食べ物がなかったりという最悪の事態にいる子どもたち



9 

 

にとっては一刻も早いスーパーマンの対応が求められると思うので、具体的な

ところに迅速に持っていくためには、いろんな所をみてプランを立ててゴーと

いうサインをできる人が必ず必要だと思うんですね。先ほどの若い方が悪いと

いうイメージはないんですけども、やはりどれだけきつい状況かということが

わかっていないと緊急性の把握が遅れるために命を落としている子どもたちも

たくさんいたと思いますので、その点を迅速に今、体制を強化しているところ

と並行して、動かせるスーパーバイザーもいるんですが具体的なプランニング

をしてゴーを出せる方の人材をできるだけ早く作っていただきたいと思います。

そして子育て世代包括支援センターのところで、母子の健康が虐待の防止につ

ながるという話がありまして、これは私もいろんな取材をしたときに思ったこ

とが、喜ばしくない望まない妊娠からスタートした場合に虐待とか育児放棄に

なりやすいとか、お母さん、女性自身のアイデンティティとか、なんて言うん

でしょうね、仕事だったり人生にうまくいってないのに子どもを持ってしまっ

た、どうするんだろうという気持ちがあると後々の親業がうまくいかないとい

うことも聞いたことがありますのでワンストップの話とともに、女性の人生設

計というかキャリアプランという視点からも是非加えていただいて、シンポジ

ウムなどした時に、人生ですね、子育てをやっていてあなたの人生はもっと輝

いていくよ、これから一緒にやっていこうねというような方向ももってお話し

ていただくといろんな世代の悩んでいる女性たちが母親になっても戸惑わずに

子育てを楽しめるのではないかと思いますので、それはちょっと希望というこ

とで付け加えさせていただきます。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございます。先ほど 3人程手を挙げられた方は、今の事と

関わっていますでしょうか。それとはまた別な問題ということですか。それで

は川久保委員のお話について県サイドからのコメントをどうぞ。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 はい。まず御質問の虐待の相談対応件数ですね、通報につきましては 27年度

の相談対応件数の内容をみますと、その中の虐待の通報の経路はどこが多いか

という内訳を見てみますと警察とか家庭裁判所からの通報が 54.1％で一番多い

状況です。それから市町村や児童委員からが 15.6％、それから家族や親戚が

9.2％と言うことです。この内訳を見ますと一番多いのは警察からですね。これ

は全国どこも同じような傾向がありまして、中身は警察からの通報にＤＶです

ね、家庭内暴力、親同士の、夫から母親への暴力が多いと思いますが、そのＤ

Ｖを子どもの目の前ですると。それは子どもにとって非常にショックを負わせ



10 

 

る心理的な虐待にあたるということで、ＤＶに絡んで警察が動くと子どもにつ

いての心理的な虐待を防止するということで通報してくるということでそちら

の件数が増加してきている状況でございます。 

 それから人材の育成の話は、特に若い人たちが、児童相談所の職員が経験が

ない中で厳しいハードな場面に直面して非常に疲弊しているという状況があり

ます。この人材育成につきましては、スーパーバイズするスーパーバイザーを

更に強化をしていくのと併せて、今児童相談センターの方で職員の代表により

まして児童相談センターの機能強化検討委員会というのを設けておりまして、

ここで体制の強化、愛知県における内部の体制の強化、それは相談体制の見直

しとか改善策、これを今検討しているところでございます。その中で私たちの

育成も含めてですね、どのように強化していくかということをですね、これは

実際現場を知っている児童相談所の職員が意見を出して検討していくというこ

とをしておりますので、これで相談体制を、県としても内部の体制を強化して

いきたいと思っています。以上です。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとう。よろしいですか、川久保さん。それでは、都築さん。遠

慮はいりませんから率直に。 

 

（都築委員） 

 都築です。資料１の１の一番最後の文章で、里親委託の推進等の措置を講ず

ると一文書かれておりまして、２の（１）のところで、児童相談センターの専

門職員増員による体制強化いうところの話で、この中に里親の推進員の配置と

いうのが書かれていなくて、うちの方が里親支援専門相談員の方を配置してお

りまして、これに対する児相側の里親の推進員を配置するという話を伺ってい

たのですが、それは来年度は配置されないのでしょうか。されるのでしょうか。 

 

（大沢委員長） 

 どうぞ。今の点はどうですか。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 里親の推進員という形での専門の職員は増員はないのですが、里親を担当す

る児童福祉司を増やす予定でいます。ちょっとまだどこのセンターで何人とい

うことは決まってないのですが、担当する福祉司で里親推進を図っていこうと

いうことで今考えています。 
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（大沢委員長） 

 よろしいですか。 

 

（都築委員） 

 はい。 

 

（大沢委員長） 

 それでは、もう一つ。西川さん。 

 

（西川委員） 

 愛知県薬剤師会の西川と申します。今愛知県薬剤師会では、妊娠・授乳サポ

ート薬剤師という妊娠中、授乳中のお母さんの相談に乗れる、対応できる薬剤

師ということで年間 50名養成しております。今このお話をうかがうと母子健康

包括支援センターを作られるということですので、そちらと妊娠・授乳サポー

ト薬剤師とで何か連携できたらお役に立てるのでないかということで、御活用

を願えればと思いますがいかがでしょうか。 

 

（大沢委員長） 

 これはどうですか。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 ありがとうございます。先ほど申し上げましたようにこのセンターは市町村

で設置をするわけですけれども、設置について今連携促進会議ということで保

健所を中心に連携促進をするために関係機関に集まっていただいてその市町村

でどういうふうに、新たに設置するところは設置していこうと、また関係機関

とどのように連携していこうとかいうことを検討しておりますので是非地域の

中で薬剤師さんも御協力いただけるのであればそういうとこに加わっていただ

いて、是非より良いセンターができるように御協力いただきたいと思います。 

 

（西川委員） 

 是非お願いします。 

 

（大沢委員長） 

 よろしいですね。ではその他。では勝川さんどうぞ。 

 

（勝川委員） 



12 

 

 失礼します。1ページの 5番の子育て世代包括支援センターの設置の促進と書

いてあるのですけれども、促進ということは市町で設置されているところが少

ないから促進を図るということなんでしょうか。今何カ所くらい設置されてい

るんでしょうか。 

 

（大沢委員長） 

 どうぞ。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 子育て支援センターは 28年度、今年度で 16か所、市町で設置されておりま

して、来年度更に 10か所くらいは増えるということを聞いております。 

 

（勝川委員） 

 これは、まず市町村が自主的に設置を促進させるというか積極的な態度で設

置をするということを県の方は考えていらっしゃるのでしょうか。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 法律では設置に努めることとするという努力義務になっておりますが、設置

にあたりましては県としてそれを促進するということで、来年度はシンポジウ

ム等で先進的ないろいろな取組等を紹介して市町村においてこういう形でやっ

ていくと非常にいいものができるという先進的な情報を提供させていただいた

り、設置にあたって関係機関に集まっていただいたり情報を交換してどのよう

な形で作っていくかということを後押ししていくということと、それから実際

の設置については国庫と県でコーディネーター、要はセンターというのはいろ

んな関係機関と調整を図りながら支援していくというということになりますの

で、そこでセンターにはコーディネーターという専門の人を置くことになりま

すけど、こういった人件費については国庫と県費で補助が出るということにな

りますので、そういった財政的な補助を含めて支援をしつつ県として設置を促

していこうということでございます。 

 

（勝川委員） 

 わかりました。それからもう一つ。スーパーバイザーという言葉があるんで

すけれども、これはどれくらいの研修を受けた方がスーパーバイザーと呼ばれ

るんでしょうか。すみません。 

 

（大沢委員長） 
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 どうぞ。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 基本的に児童福祉司が 5年の実務経験を積むとスーパーバイザーになれると

いうことと、今回法改正で特にスーパーバイザー、国が育てた研修を受けてい

ただいて、スーパーバイザーとして児童福祉司を指導育成していただくという

ことでございます。 

 

（勝川委員） 

 ありがとうございます。 

 

（大沢委員長） 

 よろしいですか。スーパーバイザーの役割が大変重要だと思うんです。ここ

がうまくいかないとそれこそバラバラに対応して、結果的に虐待を受けている

子どもにふりかかっていくという事になります。相当優秀なスーパーバイザー

の育成が重要ではないかと思います。 

 それでは、望月さん。 

 

（望月委員） 

 望月です。今の御質問は非常に重要だと思います。ちょうど国の方から量的

なことと質的なこと、それからテーマになっている防止対策という点から言っ

て、子育て世代包括支援センターの重要性というのを申し上げたいと思います。 

 まず量的なものなのですれども、グラフを見ますと、下の表とも照らし合わ

せますと、23 年から 27 年まで 2 倍以上、3 倍近く対応件数が増えていますね。

それは児童福祉司がこれだけ 2倍、3倍のケースを担当しているということです

ね。それに対して児童福祉司が 24年から 29年に何倍に増えたかというと、ほ

とんどそういう意味では増えていない。その分児童福祉司の担当ケース数が増

えている、業務が大変になっている。これは数字上はっきりしている。単純に

言えばということですがね。その下のスーパーバイザー、児童心理司、保健師

を増員されて、これは本当に財務当局とのつばぜり合いでご尽力されたと思う

んですが、量的に決定的に足りない状況にあるという認識を持たないといけな

いんでないかと思います。 

 もう一つは質的なことですけれども、今スーパーバイザーについて説明があ

りましたけれども、児童福祉法上は 5年の経験でいいと。5年経験してスーパー

バイザーになれるというのはとんでもないことだと思います。児童福祉司とし

ても、普通のワーカーとしても 10年くらいしないとベテランにならないと言わ
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れていますので、その 5年経験してスーパーバイザーになれるというのは法で

定められているにしても、あまりにもお粗末だと言わざるを得ないと思います。

それで、今大学等でもスーパーバイザー研修とかいうのが始まりつつあります

けれども社協などでも取り組んでいますかね。本来ならば社協などできちっと

したプログラムに基づいて年間かけて何十時間という形できちっとスーパーバ

イザーのプログラムを開発して研修しなければいけないと思うんですが。残念

ながら日本ではきちっとした教育課程といいますか研修プログラムができてい

なくて、それ自体を開発しなければいけないと思うんです。先ほど御回答の中

で児童相談センター機能強化検討委員会を内部で設けているということで、そ

ういったことをその辺で検討されていることとは思います。ですから、検討委

員会の答申というのですか、検討結果報告書をかなり尊重した対策を今後取っ

ていただきたいなと思います。そして（２）のところで研修による専門性の強

化というのがあります。内容に係わることですが、内容の充実を研修で行うと

いうことですけれども、例えば児童虐待対応で保育所、幼稚園、学校の教員な

どに対して研修をして、虐待を発見したときにはどうしたらいいかとか、発見

するための感覚、センスを身につけてもらうとか、そういった研修が非常に重

要だと思うんですけれども、ここでは専門職に対して研修を行う、言い換える

と研修を行うと専門職になるというのもこれもちょっと、発想が逆転している

といいますか。専門職である限りは生涯研修して専門性を高めていかなければ

いけないのは当然ですけれども、何も専門性がない人に研修をさせて専門職に

するというのはこれもちょっと問題だと思うんですね。きちんとした専門職採

用を徹底していって、更に専門性を高めていってもらう。そのための研修をす

るというのが筋だと思います。ですからその辺について、国の基準で 4万人に

１人とかね、それに上乗せして愛知県としては専門職採用を徹底するとか、専

門職への更なる研修だとか。それから異なる職種、小児科医、教師、保育士等

に対する研修体制をどうするかというそういった総合的な専門性の強化策とい

ったものが必要だろうと思います。それで最後にこの議題との関係で、防止対

策という意味で、やっぱり予防、防止をきちっとした方がかかる予算といいま

すか、後でお金をかけるよりは最初にお金をきちっとかけておいた方が、ある

意味言い方は悪いのですが、安上がりすると。そういう意味では、子育て世代

包括支援センター、おそらくフィンランドのネウボラなどをモデルにした取組

だと思いますけれども、これの設置促進を、単にスローガンにしないでどれだ

け強化していくか。それで保健師の配置ですね。ネウボラは地域の保健師が生

まれる前から 18歳になるまでずっと担当して、健康なり発達なりの相談役にな

っていくという体制ですけど、そうした主治医的な役割をですね、保健師さん

にやってもらうとか。それで困ったときには相談すれば、本当に軽い段階で、
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ちょっと困った段階で対応できれば深刻な事態に至らないで済むと。そういう

体制にきちっと予算もかけて、そこで活躍する専門性を育てていくというか、

そういう体制を。もう一点、その上の休日、夜間ですけど、相談員への委託。

相談員では一時保護の権限がないと思うんですけど。休日夜間も含めて 24時間

365日困った時に対応できる体制をどう作っていくかという、その辺をこうした

機会に、児童福祉法も改正された、そういう機会に、県としてきちっと示して

いく必要があると思います。これは意見です。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございました。少し体系的なところで問題の提起があった

わけですけれど、その点についてはどうでしょう。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 非常に多面的な視点から貴重な御意見どうもありがとうございます。まず量

的な面については、おっしゃられるとおりなかなか人材の確保、人の採用が非

常に厳しい状況ではありますけれど、厳しい状況の中でも、なんとか来年度そ

ういう形でして、もちろんこれで十分ではなくて、特に児童心理司、スーパー

バイザーについては国の基準から言ってもまだまだ十分ではないということで、

人材の確保は今後も計画的に進めて行かなければいけないと思うところでござ

います。 

 質的な面につきまして、おっしゃられるとおり検討委員会で検討してもらっ

ています。現場からの本当に日々現場を行っているなかでの意見等を集約して

検討をしていこうということでございますので、そちらでまとまりましたらそ

れを軸とした体制強化を図りたいということです。それから専門職、おっしゃ

られるとおり研修を受ければそれで専門職が出来上がるかというとなかなかそ

うは難しいということで、県としても現在のところは児童福祉司、児童心理司

については最初から専門職として採用し、更に育てていくということでござい

ますので、今後も引き続き専門職として採用した上で、ということで考えてお

ります。それから特に児童虐待の発生予防につきましてネウボラ等の話もあり

ました。これにつきましても今回国の配置に沿って保健師、なかなか今県にお

いては保健所におきましても保健師の確保が厳しい状況があるなかで、児童相

談所に正式に配置ができました。児童相談センターに配置されたことで保健師

さんがどんどん活躍していただいて、保健師さんがいることで児童相談センタ

ーと保健所、そちらでの連携がより一層進んでいくであろうと思いますので、

また今後も保健師さんの配置を進めていきながら、先ほどの子育て世代包括支

援センターの設置促進と併せて進めていきたいと思います。それから夜間休日
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の相談体制。これは確かに相談員ということで権限があるものではありません

ので、専門の相談員がいち早く電話で相談があったものからキャッチをしてそ

れが虐待につながるものであるとすれば速やかに自治体の相談センターの経験

のある職員につないでいくと。それはもう本当に、間髪を入れずにつないでい

くということですけれども、それを図った上での委託を考えておりますので、

おっしゃるとおり、きちんとした体制強化を図っていかなければいけないと思

っております。以上です。 

 

（大沢委員長） 

 はい、どうも。よろしいですかね。補足ありますか。 

 

（望月委員） 

 相談体制の強化に関連して、専門性とも関連しまして、人事の問題と絡んで

くると思うんですね。人事の理念といいますか。せっかく専門職採用をしても、

その専門職のキャリアの問題、キャリアアップといいますか。これは教え子が

いっぱい福祉職で採用されていますのでいろいろ聞くところによりますと、所

長レベルの人が必ずしも専門職でないために、つまり行政職の人が回ってきて、 

全然わからない人が上に来るとなかなか自分たちの仕事を理解してもらえない

と。これは県の人事の問題になってくると思うんですけども、専門職採用して

も単に末端の現場労働者みたいにしか扱われてないようなそういう実態がある

ようだと聞いております。きちっとした証拠はありませんけれども。そういう

意味では、そうした専門職としてもキャリアアップできて、やがてそういう人

が責任ある所長レベルのとこに配置されていくと。そういった流れを作ってい

かないと。愛知県における児童虐待の対応だけとってみても、体制強化には繋

がっていかないと。そういったところもちょっと御検討いただければと思いま

す。 

 

（大沢委員長） 

 はい、今の点についてどうぞ。 

 

（児童家庭課 梅村課長） 

 なかなか人事の配置については私どもから答えにくいというのはありますけ

れど、いただいた意見についてはおっしゃるとおりだと思いますので、貴重な

御意見として受け止めていきたいと思いますし、児童センターのトップに立つ

者はきちんとした専門性を備えていることが必要だと思いますので、県全体の

中でそういった形ができるように努めていきたいと思います。 
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（大沢委員長） 

 非常に難しい課題だと思います。その他意見ございますでしょうか。 

 

（小久保委員） 

 先ほど都築委員がおっしゃったことに関連してですけれども、やっぱり里親

委託、愛知県は全国に先駆けて先進的に取り組まれているということは非常に

評価することだと思います。今後も、ここ緊急の危機介入的なことがあったん

ですが、結果的にそういう里親であるとか児童養護施設で対応しなければいけ

ないことも沢山出てくると思います。そこのところのケア、手当をすごくお願

いしたいということと、それから今いくつかの愛知県の施設で暴力防止プログ

ラム等を使って児童養護施設の子どもたちの安全を守るという仕組みを作って

おります。ＣＡＰＮＡもそういうところに加わっておりますが、里親も含めて。

是非そういうような取組を進めていただいて子どもたちが安全に暮らせるよう

にお願いしたいというように思っています。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございました。はい、どうぞ。 

 

（柴田委員） 

 里親の柴田と申します。先ほどから福祉司さんがお若いから大変だとか、若

いからちょっと不安だという話がいくつか出ているんですけれども、私たち、

福祉司さんと直接関わる身としては、たくさんお子さんの生まれた時期の方が

一斉に辞められてそのために専門的な勉強をされた若い福祉司さんが沢山入っ

てみえて、本当にどこの施設、センターも若いんですけど、でもお若いなりに

一生懸命皆さんやって夜遅くも 10時、11 時もセンターに電気がついていたり、

土曜日、日曜日もみえたり、休日も当番で携帯電話を持っていつかかってくる

かわからないという状態で、いつも緊張した状態で福祉司さんが活動してみえ

ますので、もちろん若いからということで福祉司さんにこうするべきじゃない

のという意見も、私たちももちろん出させていただきますけれども、それも含

めて福祉司さんが沢山の子どもたちと沢山の親を抱えて、センターへ伺っても、

一日に何人も保護する日もあれば何もない日もあるようですけれども、その辺

を踏まえて児童相談センターの福祉司さんを見てあげると、関わる私たちとし

てはうれしいかなと思います。余計なことで申し訳ありませんけれども。 

 

（大沢委員長） 



18 

 

 どうもありがとうございました。児童虐待防止に関わって里親問題も出され

ておりますので、県の方の対応の視野にも十分入っていることだと思います。

その他御意見ございますでしょうか。 

 この問題で約 1時間とりました。私としては児童虐待の問題は、相談所や何

かと単発的なところで取り組んでみても、ほとんどテレビでは対応が遅れまし

てすみませんでしたと関係者が並んで頭を下げるという悲しい話が続いていま

す。被害を受けた子どもたちがどこにいくかわからんと、本当に悲しい状況が

ずっと続いております。私はそれを見ながら、「人間の目」というものが必要だ

と。ごく普通の人間の目。ちょっと傷がついていても優しい眼差しで見ていま

すと普通とちょっと違うところが見えるんですね。子どもの態度も。ところが

今は、それもわかりにくくなっている。この僅かの違いを見抜くのは、専門性

ですね。そのあたりの人間が好きで人間を愛している人の目っていうのは鋭い

と思うんですよ。そういうものを育てようとすると、地域の中でうまく育て合

わないといかんのじゃないかと。いつまで経っても、「専門家」がお詫びしたら

終わる。あれだけはなんとしても無くしたいと思っております。県の施策の中

でもそういうことに十分留意しながらやっていく。そのためには学校の先生達

の目もそうですね。学校の先生達も意外と冷たいですね。暴力はなかったと思

うとか、いじめはなかったと思うとか、ほとんどですよ。だけどそんなに見過

ごされるようなものなのかということはその他のところでいろいろお母さん達

から聞いてみますと意外と、あの子危ないと思っていたけどやっぱりそうだっ

たわなんて後で話がでるわけですよ。ですからそういう意味で、家庭だとか学

校だとか地域だとか、そういうものを視野に入れながらこの対策、それから相

談センターの機能の強化をそういう面的な面でうまい緊密な連携を取ってやる

ようにして欲しいと思っております。これは私の強い要望です。 

 ところで一時間経ちました。それだけの時間をとったのは現代の社会問題の

中でも次世代に係る非常に重要なものなので、皆様方の御意見をできるだけ沢

山お伺いしたいと思ったからです。多分この後実際に仕事に移していくことに

なります。ですからそういうところでこの審議会の委員から出されたいくつか

の課題について十分留意しながら対応をしていって欲しいと思っておりますの

で。そのことを含めて第一の議題については検討をしていくということで御了

承をいただければと思っております。 

 それではよろしゅうございますか。第一の議題、児童虐待防止対策について、

これから取り組むので、本気になって取り組みますよということを社会福祉審

議会としても共通した認識として捉えた上でこれをご承認いただけたらという

ことでよろしゅうございますか。それではこの件につきましてはそのような形

で対応させていただきます。 
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 それでは二番目の社会福祉法人制度改革について、事務局から説明をお願い

します。 

 

（監査指導室 林室長） 

 監査指導室長の林でございます。私からは今議長から話されました社会福祉

法人制度改革について説明をさせていただきます。着座させていただきます。

それでは右肩に資料２と印刷されております資料をお願いいたします。まず資

料の左側の１の社会福祉法人制度の改革についてでございます。社会福祉法人

というのは、委員の皆さんも所属しておられる方もいらっしゃるということで

ございますけれども、社会福祉施設の運営等、社会福祉事業を実施することを

目的に社会福祉法に基づき設置された法人でございまして、地域社会に貢献す

ることが求められており、実際に地域社会においてたいへんな貢献をしていた

だいている法人でございます。ところが社会福祉法人の役員による不祥事であ

るとか、税制面で優遇されている社会福祉法人で多額の内部留保がされている

のではないだろうかといったようないろいろな見方がございまして、社会福祉

法人そのものについての見直し議論が国の様々な検討会や委員会等でこれまで

行われてきたところでございます。このような議論を踏まえまして、社会福祉

法人制度の改革が具体化されまして、左側の一番上の枠で囲ってあるとおり、

社会福祉法等の一部を改正する法律として、平成 27 年 4 月 3 日に国会に提出さ

れたものが 28 年の 3 月 31 日に衆議院で可決成立し、同日付けて公布されたと

ころでございます。その内容でございますけれども、資料の左側の表に記載さ

れてございますけれども、大きく五つの内容になっております。なお、ここに

ございます大きな改正につきましては、平成 29 年 4 月 1 日から施行されますけ

れども、資料で下線を付してあります内容につきましては平成 28 年 4 月 1 日か

らもう既に施行されている項目となっているところでございます。 

 まず一つ目の項目の「経営組織のガバナンスの強化」でございます。社会福

祉法人の公益性を担保するために経営組織の改革を行うということになってお

りまして、今評議員会は、任意に設置される諮問機関という位置づけでござい

ますけれども、これにつきましては従来、保育所であるとか介護保険事業のみ

を実施していた社会福祉法人については評議委員会を置かなくてもよかったん

でございますけれども、これを全ての法人で必ずおくものといたしまして、し

かも性格を議決機関として位置づけることといたしました。そして二つ目のポ

チにございますとおり一定規模以上の法人に会計監査人の導入を義務づけるこ

ととなりました。 

 次二つ目でございます。「事業運営の透明性の向上」でございます。これまで

も一定の情報につきましては国の通知によりまして社会福祉法人において公表
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が求められておりましたけれども、公表する事項、項目を増やした上で法定化

をしまして透明化の一層の向上を図ることとなっております。 

 次三つ目、「財務規律の強化」でございます。先ほども申しました役員の問題

もありましたところ役員報酬基準の作成と公表、それから個別の役員報酬額の

所轄庁への報告を義務づけるとともに、いわゆる内部留保、これは定義がはっ

きりしなかったこともございますので、今回余裕財産の明確化をいたしまして

計画的に福祉サービスに再投下をする、地域に還元していく仕組みを構築する

ということになったということでございます。そしてこの余裕財産から事業に

必要な財産を控除した次の事業に使えるという再投下可能な財産がある法人に

つきましては、社会福祉事業等への再投下の計画を作成することとなりました

けど、これには地域の福祉ニーズを反映して公認会計士等からの意見徴収を行

った上で、評議委員会の承認を得て、所轄庁の承認を得るという仕組みとなっ

ております。 

 四つ目につきましては、「地域における公益的な取組を実施する責務」でござ

います。従来、既存の仕組みではなかなか対応できない方々、日常生活、社会

生活上の支援を必要とする方々に対しまして、無料又は低額な料金で福祉サー

ビスを提供することを社会福祉法人の責務としております。 

 最後五つ目につきましては、「行政の関与のあり方」でございます。都道府県

は広域的な地方公共団体としまして管内の市における指導監督を支援すること

とされ、また、所轄庁による立ち入り検査に関する規定であるとか、勧告に関

する規定等実行性のある仕組みの整備がなされたところにございます。 

 そういった内容が制度改革の内容でございますけれども、資料右側、では県

内の社会福祉法人の情報はと申しますと、2 月 28 日現在でございますけれども、

全体で 650 の法人が愛知県内にございます。ただ所轄庁、所管するところが様々

でございまして、厚生労働省、県、名古屋市、そして今一般の市にも所轄庁と

しての権限が降りているということで合計 650 です。今回の社会福祉法の改正

によりまして、ここの資料にはございませんが、平成 28 年 4 月 1 日から所轄庁

の変更がございまして、複数の県で事業を実施しており、従来は国の地方厚生

局が所管していた法人について愛知県内に本部がある19法人が愛知県所管とな

っております。また県内で事業を実施しており従来は県が所管しておりました

法人で本部が名古屋市にありました28法人については名古屋市が所管というよ

うな変更がございまして、この表につきましてはそうした変更を反映させた表

ということで整理させていただいております。 

 次に今回の社会福祉法人制度改革についての対応についてでございます。右

側２というところでございますが平成 28 年度の対応状況といたしましては、各

社会福祉法人におきましては 28 年度施行分の対応をしていただくとともに、29
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年度施行分の経営組織の見直し等への準備を、国からの情報が遅くて最終的に

出たのが 11 月以降ということで各社会福祉法人が大変苦労された中、短期間で

取り組んでいただいていたというところでございます。県におきましては国の

情報を法人であるとか所轄庁である各市長に適宜伝達し、制度の内容や手続き

について周知を図ると共に、29 年度に向けて必要となる法人の定款変更に対応

いたしまして、県所管の社会福祉法人 116 全てに新しい定款変更の認可を行っ

たところでございます。 

 次３でございます。平成 29 年度の県の対応についてまとめさせていただきま

した。別紙施行スケジュール参照とございます。次のページに制度改革全体の

スケジュールを資料として付けさせていただきました。この資料は関係機関を

含めた全体の構成が整理されてございますので、後ほどご覧いただきたいと思

います。もう一度 1 ページに戻っていただきまして、29 年度に県として実施す

る内容についてでございますけれども、3 のところに網掛けで四つ並べてござい

ます。この四つのことに対応していきたいと思っております。 

 一つ目に新定款に基づく法人運営への支援、これは具体的には 4 月から 6 月

に新旧の役員の移行等各法人が進めていくにあたり適切に進むよう支援してい

くということになります。 

 二つ目の社会福祉充実計画の承認事務についてでございますが、社会福祉法

人は余裕財産、再投下できる財産がある場合は社会福祉充実計画を作っていた

だくということになっておりますが、その社会福祉充実計画を所轄庁が承認す

るということとされておりますので、必要な対応をしていきたいと思っており

ます、 

 三つ目の新たな「社会福祉法人指導監査実施要綱」に基づく指導監査につき

まして、私ども法人を所管する地方公共団体は法人の事業がうまくいっている

ということについて、指導監査等で確認しているところでございます。現在 3

月30日まで国の法人に対する指導監査の要綱についてパブリックコメントが行

われてございますが、4 月中に国から新しい要綱が発出される予定でございます。

その指導監査の実施要綱、指導監査のガイドラインに従いまして本県としても

適切な指導監査を実施してまいりたいと思っております。 

 この制度全般が法定受託事務ということで、国もそれぞれの県によって対応

が違うといったローカルルールについては排除したいと言っておりますので、

我々もそれに対応して参りたいと考えております。 

 最後に市の指導監督に対する支援の充実につきましては、現在も各市に対し

て研修を実施し支援をしているところでございますけれども、一層の充実を図

っていきたいと考えております。29 年度におきましては、本県といたしまして

も今御説明をさせていただいた各種の事業を実施してスケジュールに沿った、
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改正社会福祉法の施行が円滑に進むよう関係する皆様、そして委員の皆様のご

意見を踏まえながら適切に対応して参りたいと考えておりますのでどうぞよろ

しくお願いします。説明は以上でございます。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございました。この改正社会福祉法に伴う制度改革が急速

に進んでおりまして、関係の団体では大変な努力、苦労をしながら一応の形が

出来つつあると思っております。国のレベルで考えてみてもまだ不十分なとこ

ろがありそうですが、そういった点は順次改善しながらやっていくということ

でございます。その度に全ての施設でこの問題に取り組むということは本当に

大変なことです。それだけのエネルギーを使うのにふさわしい価値が生み出さ

れてくればよいと思っておりますけれど、いずれにしましても社会福祉の活動

がかなり自立的な形で進行していくだろうということでございますので、自分

たちの出来る範囲のところで精一杯の自由度を高めながらサービスを提供でき

るように努力するということもここでは重ねて出てきていることだと思います。 

 この点について特に何か御意見はございますでしょうか。だいたい国のモデ

ルに準拠しながらやっていくというのが現在の姿だと思うんですね。今年の 6

月の段階からスタートしていく事になるかと思います。 

 

（望月委員） 

 今委員長からも紹介がありましたけれど、各法人が大変努力しているという

ことで、とりわけ弱小法人、保育所一つ持っているだけの法人だとかはもとも

と体力が弱いわけでこうした枠の新しい体制を作ること自体が本当に大変だろ

うと。その意味で、右の方にあります法人への支援ですね。法人支援をどう考

えるのかと。全体として、こう上から網を被せるような、確かに一部、不正な

経理運営であるとかしているところもあると。だからと言って全体に網をかけ

て、確かに中身はそうあるべきだということなんですけども、その辺で網をか

けられて困っているような、対応する力が十分にないような法人に対してきち

んと支援していくという体制をどういう形でとっていくのか。ここに十分配慮

していくのかが、ある意味福祉行政の行政たる所以になってくると思います。

一方で、こんなところで言うべき事ではないのですが、不正な財政管理運営を

している例としては森友学園だとかね、政治家、官僚と結託しているかのよう

に今言われているようでありますけれども。まあそういうところもある中で、

本当に真面目にコツコツと福祉の精神を実施しようとしている法人の体力を奪

うような改革であってはいけない。そこを支援して、経理運営が健全にできる

ような支援を行政としてきちんと取り組んでいくというのは当然だと。そもそ
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も福祉の仕事は憲法 25 条に基づく国及び地方公共団体の責任なわけで、そこを

社会福祉法人がある意味カバーしている。国、地方公共団体の仕事をやってく

れているわけですよね。そういう観点からやっていかないと、上から監査する

ぞみたいな姿勢であると、むしろ意欲を削いでしまうという恐れもある。この

支援のあり方を十分に御検討いただければと思います。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございました。その点は十分身にしみて、計画を進めて行

く中でお考えだとは思いますけど、しっかりとお願いします。 

 

（監査指導室 林室長） 

 今の御意見については身にしみて存じております。一部、本当に小規模な法

人に対する例外規定が少し用意されてはいるのですけれども。公益法人の移行

が三年かけておったのに対してこの法人改革は一年でやるということで法人に

大変な状況であるということは理解しておりますので、我々としてもきちんと

した支援を行っていきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

 

（大沢委員長） 

 若干視野を広げながら。自動車のハンドルみたいなもので、少し余裕を見な

がら行かないと、むしろこれは操作不能の可能性がでてきます。 

 その他ございますでしょうか。 

 

（原田委員） 

 原田です。社会福祉充実計画の関連の中で、それぞれの地域協議会が今愛知

県内の中でどんな状況にあるのか教えていただけばと思うのですが。実はその

地域協議会をどう作るかで、先ほど委員長が言った、この改革が新しい価値を

生み出せるのかどうかといった大きなポイントになってくると思うのです。そ

れが市町村になってしまうと非常にスケールメリットが出てこないですし、 

かといって広域なのか県域なのかで、どういった形でこの地域協議会を県とし

て想定しているのか、ちょっと方針なんかありましたら教えていただければ。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございます。今のはポイントの一つだと思います。 

 

（監査指導室 林室長） 

 社会福祉充実計画を策定するに当たって地域の意見を聞くという意味での地
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域協議会につきましては、地域の既存の会議であるとか、社会福祉協議会の会

議を使うとかアイディアが出されているところでございます。法人が御苦労し

てやっておられる中、これは我々地方公共団体においても大変な悩みどころだ

と考えておるところですが、県内の市の状況については現在状況調査をしてい

るところですが、愛知県におきましては、国の担当課長会議でもございました

ように、地域協議会について準備期間等もございませんでしたので法人におけ

る地域住民への意見聴取、そういった形を 29 年度においては取らせていただく

ということでみなさんと打ち合わせをして準備を進めているところでございま

す。次年度以降の設置につきまして改めて調整させていただきたいと思います。 

 

（大沢委員長） 

 これは先ほどのことと関わりますけど、いずれにしましても子どもの問題に

留まらず福祉の全体の仕事をやろうとするときに地域包括ケアセンターみたい

なものを考えてみる場合もそうですけど、町全体がどうやってうまく機能する

かに関わってきますので、今言われた地域協議会その他を含めまして、若干工

夫がいるのではないかと思います。実行段階に少しシステム的な意見が恒常的

に汲み取れるような工夫をしてもらえればよいのではないかと思っています。 

 

（監査指導室 林室長） 

 皆様方の意見を汲みながらやっていきたいと思っております。 

 

（大沢委員長） 

 ありがとうございました。その他ございますでしょうか。それでは、先を急

ぐようで恐縮ですが、この社会福祉法人制度改革については、国も含めて今模

索している課題の一つだと思っておりますので、また改善されていく措置が固

まってきましたら私どもとしても、県としてもきちんと対応していけるような

施策がいるのだろうと思います。今はスタートしている段階ですので、とにか

く進めてさせていただく、先ほど出ました意見も含めまして、押し進めていく

ということになると思います。そのことを含めまして、2 番目の社会福祉法人制

度改革について一応の御了承を得たいと思います。よろしいでしょうか。どう

もありがとうございました。 

 それでは報告なんですけども、予定時間を議事の進行過程で若干延ばさせて

いただくかもしれません。というのもこの報告事項の１、２の調査はかなり重

要な調査の一つになるだろうと思っておりますので。その点は御了承の上で。

それでは報告事項に移りたいと思います。報告事項１の愛知子ども調査につい

て、まず事務の方から報告をしてください。 
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（地域福祉課 川合課長） 

 私からは、報告事項の一番目、愛知子ども調査につきまして、資料３愛知子

ども調査集計結果（概要版）を使いまして報告をいたします。失礼いたします

が着座にて報告をさせていただきます。 

 これは資料の内容ではございませんけれども、前回 8 月の本審議会におきま

して経済的に困窮している家庭における生活実態や様々な課題を把握し、実行

性のある子どもの貧困対策を検討するため愛知子ども調査を実施すること、及

び調査項目など具体的な内容の検討を行っていただくために、学識経験者等に

よる子どもの貧困対策検討会議を立ち上げましたことを報告させていただいた

ところでございます。当社会福祉審議会の後藤澄江委員、それから望月彰委員

にも御参加をいただいているところであります。この愛知子ども調査を昨年 12

月に県内全域におきまして実施し、集計結果の概要が 3 月 21 日にまとまりまし

た。資料の方を御覧いただきたいと思います。 

 資料３の一枚目左下を御覧ください。調査の概要といたしまして、調査の目

的、調査方法、調査期間等は下のとおりでございます。その下、回収数につき

ましては、表のところでございますが、小学校 1 年生の保護者、小学校 5 年生

の保護者、小学校 5 年生の本人ということで、分類に応じましてその下に各配

布数、その下に有効回収数、それから回収率を書いてございます。それで表の

一番右端、全合計を申し上げますと配布数につきましては、33,635、有効回収

数 23,757、回収率の方は 70.6％でございまして、都道府県で最初にこの調査を

実施いたしました沖縄県の有効回答率が 71％で、回収率としても人数としても

調査の精度を確保する上でも十分な調査ができたと考えております。 

 次に資料の右上段の本調査から算出した子どもの貧困率でございますけれど

も、算出方法といたしましては調査票の中に記載のあります家族の人数、世帯

の収入から、その世帯の中に属する１人当たりの収入を算出いたしまして、そ

の収入を国民生活基礎調査の貧困線、これは平成 24 年の結果といたしまして

122 万円以下となっておりますけれどもこれを基に子どもの貧困率を算出いた

しました。今のは全国的な指標になりますけれども、その下の丸のところで愛

知県独自の貧困線を算出いたしまして、子どもの貧困率を算出しております。 

 その下の四角のところを御覧ください。算出結果でございますけれども、国

民生活基礎調査の貧困線、122 万円以下でございますけれども、これによります

と子どもの貧困率は 5.9％、それから愛知県独自の貧困線 137 万 5 千円でありま

ますけれども、これによりますと子どもの貧困率が 9.0％ということになってお

ります。先ほど申し上げました国民生活基礎調査の貧困線で出しました貧困率

は 5.9％、それで国民生活基礎調査の方で全国の貧困率が、ここには記載されて
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おりませんが、16.3％になっております。これと比べますと愛知の結果はかな

り低い貧困率となっております。 

 以下それぞれ集計結果の概要をまとめておりますけれども、全体を説明する

ことができませんので、かいつまんで御説明を申し上げます。 

 資料は今のページから 2 枚おめくりいただいて、少しページ数がわかりにく

くて申し訳ありませんが、5 ページ、6 ページのところを見ていただきたいと思

います。資料右側 6 ページ上段の「保護者の子どもとの関わり」でございます

が、棒グラフがそこに４つほど書いてございます。上から二段目に、子どもと

過ごす十分な時間がございますが、子どもと「十分な時間を過ごしている」と

「よく過ごしている」を合わせた結果になっておりますけれども、そのように

答えた世帯は、小学１年生の保護者では 87.9％、小学５年生で 86.3％、中学２

年生で 83.2％となっておりまして、学年が上がるにつれて子どもと十分な時間

を過ごしている割合が減少しております。中学２年生では６人に１人の子ども

が保護者と十分な時間を過ごすことができない状態となっております。 

 次に、また資料を２枚おめくりいただきたいと思います。下のところのペー

ジが、9 ページ、10 ページのところでございます。資料左側の 9 ページ下段の

「現在の暮らし向き・生活状況、保護者の就労状況」ですけれども、現在の暮

らし向きで、苦しい、これは大変苦しいとやや苦しいを加えたものでございま

すけれども、そのように回答した保護者の割合は小１、小５が約 30％、中 2 が

約 34％で、国民生活基礎調査に比べますとその割合は低くなっておりますが、

それでも全学年を通じて 3 割の世帯で暮らし向きが苦しいという結果が出てお

ります。 

 次に資料をまた 2 枚おめくりいただいて、13 ページ、14 ページのとこです。

資料左側の 13 ページ下段の「福祉事業の参加意向」のところでございますが、

無料学習塾への参加意向は約 59～68％、学年が低い方が参加意向が高く、参加

させたい理由としては、「有料の塾は経済的な負担が大きいから」が大半をしめ

ております。 

 以上、今回、取りまとめました「愛知子ども調査」の単純集計結果から特徴

的な項目をいくつかトピックスとしてご紹介させていただきましたが、来年度

は子どもの貧困対策検討会議におきまして調査の詳細分析を行うこととしてお

りまして、貧困線以下の世帯とそれ以外の世帯とを区分して比較するとともに、

複数の質問を組み合わせてクロス集計を行うことにより、経済的な要因が及ぼ

す影響を更に詳しく調べることとしております。 

 私が報告をさせていただいた後、愛知子ども調査と同時に実施いたしました

「ひとり親家庭等実態調査」につきまして児童家庭課から報告をさせていただ

きますが、両調査の概要を 3 月 23 日に開催いたしました子どもの貧困対策検討
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会議に報告したところでございます。そこにおきまして愛知子ども調査の子ど

もの貧困率が全国を下回るのに比べ、ひとり親家庭等実態調査の貧困率が全国

と同レベルに高く、ひとり親世帯の生活が更に厳しいと御指摘がございました

ので、あわせて報告をさせていただきます。愛知子ども調査の報告は以上でご

ざいます。 

 

（大沢委員長） 

 ありがとうございました。それでは引き続いて「ひとり親家庭等実態調査」

の報告をしていただいて、二つの報告あわせていろいろと御意見を承りたいと

思います。それではお願いします。 

 

（児童家庭課 荒木主幹） 

 児童家庭課でございます。ひとり親家庭等実態調査について報告をさせてい

ただきます。座って説明させていただきます。 

 お手元の資料４を御覧いただきたいと存じます。平成 28 年度愛知県ひとり親

家庭等実態調査についてということでございます。この調査は国がひとり親家

庭等の実態調査について 5 年ごとに実施をしておりまして、本年度行っており

ます。しかしながら都道府県ごとのデータ等が公表されておりませんので、県

では国が行った翌年度、あるいは翌々年度に実施してきたところでございます。

本来ですと来年度に実施するところでございましたところ、子ども調査にあわ

せて一年前倒しして本年度行わさせていただいたというものでございます。今

回は子ども調査にあわせて名古屋市を含めて調査をさせていただきました。調

査としましては、県内に在住する母子世帯、父子世帯、寡婦世帯という形でご

ざいます。全体で 6,585 世帯に配布させていただきまして、そのうち 1,524 世

帯から回収させていただきました。これは住民基本台帳に基づきまして母子世

帯、あるいは父子世帯等に該当する可能性があると思われるところに送付させ

ていただきました。一部、たまに単身赴任の御家庭にいってしまったというこ

ともございました。そういった面で回収数が少なくなっているところでござい

ます。 

それから、住民基本台帳で拾えなかった世帯については、愛知県ひとり親手当

であります、愛知県遺児手当の対象から抽出を行いました。それによりまして

6,585 配布し、1,524 回収して回収率としては 23.1％。資料４の上の方を見てい

ただきますと、本調査から算出したひとり親家庭の子どもの貧困率でございま

す。算出方法につきましては先ほど愛知子ども調査で説明がありましたのと同

じような形で、母子世帯、父子世帯の中の家族の人数と世帯収入から 1 人あた

りの収入を算出し、国民生活基礎調査の貧困線平成 24 年度 122 万円以下の世帯
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をもとに子どもの貧困率を算出したものでございます。それから愛知県独自の

貧困線 137.5 万円を算出して、それをもとに子どもの貧困率を算出しておりま

す。 

 その算出結果としましては、全国の国民生活基礎調査の貧困線 122 万円以下

のラインで見た場合に、子どもの貧困率といたしましては 52.9％、それから愛

知県独自の貧困線 137.5 万円による場合につきましては、愛知県の子どもの貧

困率は 65.5％という形でございます。 

 続いて全国的なひとり親家庭の子どもの貧困率は具体的なものは出ておりま

せんので、全国としてなかなか比較はできないということでございますが、同

じような国民生活基礎調査の中で子どもがいる全世帯の相対的貧困率と言うの

が平成 24 年度、国が出したものがございまして、それで大人が 1 人である世帯

の、これはひとり親世帯とは限りませんし、子どもの貧困率でもないですけど、

子どもがいる全世帯の相対的貧困率は平成 24 年度 54.6％でしたので、これに近

い数字になっております。 

 具体的な調査事項につきましては、個別の内容でございますけれども、この

あと（１）からございますけれども、（１）のひとり親世帯の親の年齢からござ

いますが省きまして、（２）ひとり親世帯になった理由、その中で母子世帯にな

った理由としましては離婚が 83.5％、上の方は母子世帯で、下の方は父子世帯

というかたちで表示されております。母子世帯となった理由では離婚は 83.5%

で父子世帯では離婚は 74.4％ということでございます。 

 それから一枚めくってもらいまして、（４）ひとり親世帯の悩みや困っている

ことの内容でございます。上の母子世帯の悩みや困っていることの内容につき

ましては、生活費のことが 62.6％と最も高くて、次に子どものことが 47.7％で

ございます。一方父子世帯では子どものことが 50.6％、次いで生活費のことが

50.2％というかたちになってございます。 

 それから（５）面会交流の取り決めをしていない理由を今回新たに聞かせて

いただきました。上の方、母子世帯が子どもの父親と面会交流の取り決めをし

ていない理由としましては、相手が面会交流を希望しないからが 18.4％で最も

多くて、下の父子世帯としては、取り決めをしなくても交流できるからが 24.1%

で最も多くなってございます。 

 一枚めくっていただいて、（６）就労状況ということでございます。母子世帯

では 91.3％が仕事に就いておりまして、そのうち臨時、パート、派遣社員とい

うのが 47.9％、常勤勤労者が 44.9％というかたちになっております。父子世帯

の方では 91.7％が仕事に就いており、66.9％が常用勤労者というかたちになっ

ております。 

 右の表を見ていただきたいと思います。（７）年収でございます。年収につき
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ましてはボーナスを含む年間総収入でございますけれども、母子世帯では 100

万から 150 万円未満と回答された方が 17.1％と一番多く、父子世帯では 400 万

から 500 万円未満と回答された方が 15.2％と一番多くなっています。 

 一枚めくっていただいて恐縮でございますが、（９）家庭の現在の暮らしの状

況でございます。母子世帯では、大変苦しい、やや苦しいを合わせて 70.8％が

苦しいと回答していて、父子世帯では 58.8％が苦しいとなっております。先ほ

ど子ども調査では約 3 割と話がありましたが、こういったところから子ども調

査との比較ができるのではないかなと思います。 

 概要は以上でございます。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございます。この愛知子ども調査とひとり親家庭等実態調

査の 2 つの調査について同時に報告をしていただいたのですが、この二つの報

告に関わって、何か御質問、それから御意見、御感想等あったら出していただ

いて。この調査結果をどういうふうに活かして行くかという問題はもちろんあ

るわけでございますけれども、この結果自体について何か御意見等ありました

ら。それでは川久保さん。 

 

（川久保委員） 

 愛知子ども調査の方は単純な集計ということで、これから詳細が分析される

ということだったので、確かに見ていてもそのまま常識的に見ていてもわかる

結果かなという感想を持ちました。詳細なところでは世帯収入ですね。本当に

クロスして見ていかないと、例えば絵本の読み聞かせをしている高い数値はや

はり高い世帯収入の人が多かったとか、その辺の結果を見てからではないとち

ょっと詳細な意見を言うのは難しいかなと。それから年代が高くなっていくと、

収入が上がっているのは単純に子どもの教育費や塾代が上がってくるから多分

お母さんたちも働いていたり世帯の収入を上げないと子どもにとっての十分な

教育だったり何かができないということも言えると思うので、ちょっと世帯と

のクロスの集計を待って愛知子ども調査は見たいなというのが第一です。 

 反対にひとり親世帯の方は、やはりそちらが 3 割に対してパーセンテージ、

貧困の割合が高かったと、それは全国と比べても同レベルだったという話も最

初ありましたが、特に私が、たくさんあるのですが、中でも新規の項目で挙げ

られていました 6 ページ目の面会交流についての感想というか希望なんですけ

れども、面会交流の項目を出していただいたことは本当にすばらしいと思いま

す。この理由の中に養育費のことが挙げられていたと思うのですが、養育費を

支払わないから会わないんだということがずっと続いているんだと思うのです
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が、この点についてはハーグ条約、日本が批准した、ハーグ条約と子どもの権

利条約という二つの法律が関わってくると思うのですが、やはり面会交流を行

うことによって離婚後の子どもが双方の親から愛情を注がれるということは、

私は個人的にもすごく大事だなと思っていまして。離婚後もそれぞれの親が面

会交流なり何なりで関わっていくことは、子どものウェルネスに最も重要であ

るということを、お亡くなりになりました棚瀬一代先生がずっとアメリカの症

例からずっと研究なされていました。なのでこの点を、養育費を払わないとい

うことと、面会交流を行わないということを一緒にしないでいいんだよという

ことを親御さんたち、あるいは家族親戚が反対しているから会わないんだよと

いう数字もありましたけど、離婚に関わる皆さんに対しての、まだ広がってい

ない面会交流の重要性についての周知というのは、引き続き大事なことではな

いかなと思っております。それと相手が希望しないからとか、子どもが会いた

がらないという理由もありましたが、これは監護親さんですとか、子どもと暮

らしている側の方の意見だとか顔色、または面会交流から帰ってきて根掘り葉

掘りどうだったと聞かれるから嫌だと言っているお子さんがいるということを

聞いたことがあります。なので本心から希望していないのか関わりたくないの

か、その奥の本当の気持ちというのをやはり調査官さんとかそこに介在するべ

き NPO なんかも増えてきていますので、面会交流をサポートする側の人が知る

ことによって、じゃあ自分は会わなくて済むなら子どもには別れた親に会わせ

ようというようなことも可能になってきますので、この分析を活かしながら、

離婚後も子どもが双方の親の愛情を感じるということ、もちろん本当の意味で

の、でっちあげ DV ではなくて、本当に暴力や DV がある場合は接触すること

はなしとすることが大事ですけれども、そうでない親たちの場合には離婚後で

あっても交流を続けてもらって、そうすることによって養育費を払うなり、そ

の後の子どもたちの進学の費用を親が払っていくなりといった経済的なサポー

トにも繋がっていくと思いますので、この 5 番の項目の結果は非常に大事にこ

れからの実践的なところに是非結びついていただきたいなと思いました。 

 

（大沢委員長） 

 どうもありがとうございます。面会交流ね。難しくて大事な問題ですね。 

 その他何か御意見等ございますでしょうか。 

 全体を見てそうなんですけども、この最低の数字のところですが、122 万円と

いう最低金額はどこで決めたの。国民生活基礎調査ね。これはもう貧困という

のはこういう水準の数字なのか、愛知県の場合はもうちょっと高い数字ですが、

いずれにしても格差が大きくなってきているのかな。私の感覚からするとこれ

は貧困の数字に値しないのでは。実際これで暮らしていくのは大変なんじゃな
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いかと思います。もうちょっと数値の高いところでも貧困の暮らしに近いとい

うようなことがあるのではないかと思います。今はその議論をする場ではない

のでやりませんけれど、相当深刻だなと思います。何かその他御意見どうぞ。 

 

（勝川委員） 

 今ひとり親世帯の話が出ているんですけれども、両親が居ましてどちらかが

長期病気で働けない、そういう家庭の調査というのはこの中には入っているの

でしょうか。 

 

（大沢委員長） 

 どうでしょう今の点は。 

 

（勝川委員） 

 あの、病気の方で退職して、ですけど両親はそろっていると。そういう場合

の調査、多分療養費もかかるでしょうから、貧困家庭に陥っているところがあ

るのではないかと想像はするんですけども、そういう家庭といいますか、そう

いう統計はあるのでしょうか。 

 

（児童家庭課 荒木主幹） 

 今回の調査では、世帯の中でお一人、母子家庭、父子家庭と思われる方を調

査しましたものですから、そういうのは含まれておりません。 

 

（勝川委員） 

 そこのところの家庭はひとり親家庭とはみなさない、一応両親はそろってい

るという形で考えていらっしゃるということなんでしょうか。 

 

（大沢委員長） 

 それでは、後藤さん、そのことに関わって御意見があればどうぞ。 

 

（後藤委員） 

 今の御質問について説明を加えます。今回二つの調査を実施しました。ひと

り親家庭等実態調査は確かにひとり親を対象といたしまして貧困率はそういう

形で出ております。一方、愛知子ども調査の方はですね、そちらは必ずしもひ

とり親とかに限っておりませんので貧困線以下の層には、ご指摘のような両親

そろった方も含んできます。親の状態と所得をクロス集計いたしますと、両親

がそろっていても貧困線以下の御家庭については着目すべきであり、そこのと



32 

 

ころの課題については分析できますので、そのような親御さんの状況というも

のも子ども調査の方で把握できます。またその点を含めて分析してまいりたい

と思っております。 

 

（大沢委員長） 

 今出されたように、クロス集計をやる段階の前の調査の概要についての報告

とうことでございまして、作業は今後進んでいってかなり立体的な構造をとっ

て状況を確認していこうということになるかと思います。 

 その他ございますでしょうか。 

 

（川久保委員） 

 調査方法の中で面接というのがあって、その点について。 

 

（大沢委員長） 

 ああ、面接調査の事ね。今の点はどうですか。 

 

（地域福祉課 川合課長） 

 おっしゃるとおり面接調査をしております。今、年度末に検討会議の構成員

の方も入りまして、全体調査の中で、特に光を当てなくてはいけない、例えば

児童養護施設に入っていた方とか様々な支援者であるとか、個々質的な部分で

聞き取らなくてはいけない対象者に対して聞き取り調査をやっておりまして、

まだ結果はでておりません。この聞き取り調査の結果も来年度詳細分析の中で

一緒に検討をして、来年度合わせた結果で報告をさせていただきたいと思って

います。 

 

（大沢委員長） 

 ということです。予定した 12 時にちょうどなりました。調査の件は、まだこ

れは中間報告のようなことで概要の報告だけで留まっておりますけど、調査を

完成させますと、クロスを含めて立体的に状況を捉えないとこういうような問

題は調査をやっても意味のないものとなるので、きちんとした対応を進めて行

くということが前提となります。これでやっていけるのでないかと思っており

ます。結果については、また皆さんの御意見を承りたいと思っています。この 2

つの報告につきましては、まだ報告の段階で終わりたいと。よろしゅうござい

ますか。 

 それで後残っているのが、平成 29 年度地域医療介護総合確保基金事業につい

ての報告が残っておりますのと、専門分科会の審議状況が残っておりますが、



33 

 

この 3 番の介護総合確保基金事業について報告をしていただいて、その後専門

分科会に移りたいと思います。15 分ほど議事の時間を延ばさせていただきたい

と思いますが、よろしゅうございますか。司会者の責任で申し訳ありません。

15 分ほど延長します。 

 それでは 3番目の平成 29年度地域医療介護総合確保基金事業についてどうぞ。 

 

（高齢福祉課 土屋課長） 

 高齢福祉課長の土屋でございます。私からは平成 29 年度地域医療介護総合確

保基金事業介護分の事業について御説明をさせていただきます。資料ナンバー

の５でございますけれども、資料にもありますように基金事業の概要でありま

すが、団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度を見据えて、「効率的かつ質

の高い医療の提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」を進めるた

めに、地域医療介護総合確保基金を設け平成 26 年度から医療関係事業、平成 27

年度から介護関係事業に取り組んでいるところでございます。 

 対象事業でありますけれども、（１）にありますように介護分としては③の介

護施設等の整備に関する事業と⑤の介護従事者の確保に関する事業が対象とな

っております。次に国の基金の規模でございますけれども、（２）にございます

ように、介護分は前年度と同額の 724 億円でございまして、内訳は施設整備分

が 634 億円、介護人材確保分が 90 億円でございます。 

 次に介護分の事業内容でございますけれども、２の①のアにありますように

施設整備は定員 29 人以下の地域密着型サービス施設、小規模の地域密着形サー

ビス施設が対象となっております。次にイの開設準備費は、これは地域密着型

とですね、定員 30 人以上の大規模の広域型施設も対象となっております。それ

からウの特養多床室の改修についてもですね、両方の地域密着と大規模対象と

なっております。 

 それから②の介護従事者の確保に関する事業でございますが、記載のとおり

「基盤整備」、それから「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」

という四つの大項目に分類されておりまして、国からそれぞれ示された事業例

に基づき事業を計画実施していくことになります。 

 ３のスケジュールでございますけれども、事業に必要な介護施設整備分の約

33 億 2,000 万と介護人材確保分の 4 億 4,000 万について、国に本年度 1 月 18

日に提出をさせていただきました。今後の予定は 5 月末ごろから内示又は内々

示、6 月に県から市町村へ内示を行うこととしております。平成 29 年度の予算

事業につきましては 2 ページ目から 4 ページ目に記載となっております。   

 施設整備につきましては、29 年度当初分にありますように特別養護老人ホー

ム 15 か所、それからグループホームの整備が 23 か所などの整備も計画してお
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ります。また、人材確保分の 29 年度事業につきましては、4 ページの一番最後

に番号がふってありまして 44事業の 33番の事業が 28年度の事業となっており

ますので合計 43 の事業を実施することとなっております。以上でございます。

よろしくお願いします。 

 

（大沢委員長） 

 はい、どうもありがとう。平成 29 年度の地域医療介護総合確保基金事業介護

分について説明をしていただいたところです。これについて何か御意見、質問

等ございますか。これは予算が 720 億と決まって、これに伴って次が進んでい

くわけですけれども、できる限りこのお金を生きるような形で運営していくと

いうことだろうと思うんです。大体こういう方向で進めていくことになります。

ただ実際愛知県の中でこれを進めるにあたっていろいろ課題も見えてくるかと

思います。それはまた来年度以降、改善のための措置を組んで働きかけていく

ということになります。いずれにしましても 29 年度はこれで進んでいくという

ことです。もしこの介護事業についてお気づきのこと、希望がございましたら

事務局の方に連絡していただければということでございます。よろしゅうこざ

いますか。 

 それでは後残っているのは、専門分科会・審査部会の審議状況についてでご

ざいます。簡潔に御報告をお願いします。 

 

（医療福祉計画課 三島主幹） 

 医療福祉計画課の三島でございます。それでは着座にて御説明申し上げます。

それでは専門分科会・審査部会の審議状況について資料６で簡潔に説明させて

いただきます。左側の組織の下でございます専門分科会・審査部会の審議状況

につきまして、１の身体障害者福祉専門分科会及び審査部会につきましては、

②の設置目的にございますように、身体障害者の手帳の発行にあたる診断書の 

医師の指定ですとか、身体障害者手帳に関する障害等級の認定等を行っている

ということでございまして、表の中の一番下に網掛けがございますように計 6

回本年度開催したところでございます。続きまして右上にまいりまして２の民

生委員審査専門分科会につきましては、民生委員の委解職の適否について調査

審査をしておりまして、本年度 1 回、内容につきましては囲みの中のとおりに

開催をさせていただいたところでございます。 

 続きまして右下の３でございますが、児童福祉専門分科会及び審査部会につ

きまして②の設置目的にございますが、その中でそれぞれ審査部会ということ

で、4 つ設けてございます。例えば里親審査部会ですと里親の認定審査を行うと

いうものでございます。この審査部会が専門分科会の下に開催されております。
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その中身につきましては一枚おめくりいただいて、2 ページにございます。それ

ぞれ開催はこのような実績でございまして細かい説明は省略させていただきま

すが、一点、左下のウの児童措置審査部会でございます。こちらは被虐待児童

の処遇等に係る審議でございまして、表の右側の列に米印の検証委員会という

のがございまして、下に補足がございますが県内において児童虐待死亡事例が

発生した場合に当部会に設置される検証組織ということでございます。今年度

は平成 24年の豊橋の死亡事例に関して計 6回開催したということでございまし

た。以上で簡単ではございますが説明を終わらせていただきます。 

 

（大沢委員長） 

 はい、どうもありがとう。専門分科会・審査部会の審議状況についての御報

告でありました。特段何か御意見がございましたらお願いします。よろしゅう

ございますか。あと 3 分ありますけど。それでは、4 つの報告事項について終わ

りたいと思います。これをもちまして今日の社会福祉審議会は終了させていた

だきますが事務局の方から何かありますか。はい、どうぞ。 

 

（医療福祉計画課 上田課長補佐） 

 本日の会議の議事録でございますが、後日発言いただいた方に内容を確認い

ただき、その後署名人のお二人に御署名をいただくことにしてございますので、

その際は御協力をお願いします。 

 

（大沢委員長） 

 それではよろしくお願いします。大変長時間にわたって、予定時間を過ぎて

しまい議事運営の悪いところは私の責任です。大変貴重な御意見をいただきま

したので県の職員のみなさんもそれに向かって頑張っていこうとする、その分

だけ県民に対するサービスが深まり広がっていくのだと思っております。ここ

では遠慮、忌憚なく御意見を出していただきたいと思っております。だいたい

その方向で今日も進んだものと思っております。是非今後とも御支援をよろし

くお願いします。それでは本日の社会福祉審議会は終了します。どうもありが

とうございました。 

 

 

議事録署名人                

 

 

議事録署名人                


